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１０月１日、自由法曹団東京支部、東京保険医協会、

東京土建、東京民医連、東商連、東京自治労連、東京地

評、都生連、東京医労連、東京社保協の１０団体が参加

する実行委員会が主催する第４回「国保・医療なんでも

電話相談会」が行われました。

当日は、２４人の相談員の体制で臨みましたが、残念

ながら３件の相談（翌日に電話相談が有り）にとどまり

ました。

相談内容は、病院側からの説明不足による保険適用外

手術の高額な請求問題や、リストラ後に国保料を滞納し

ていたが、民間業者がきて未納分の請求を受けた。親が

入院中だが、住民税申告をしていないので高額療養費の

申請ができない。という相談でした。

今回は、相談件数が少なかったですが、次回以降は、

マスコミ対策を強め、新聞広告などについても検討する

ことにしました。

なお、来年１月２７には「滞納・差押えホットライン」

の電話相談会を予定しています。

１０月２２日、安全・

安心の介護を！「２０１

７年介護全国学習交流集

会」が、文京区の林野

会館で開催され、３２

都道府県から１５４人

が参加しました。

集会は、第１部で「告発、介護の現場で何が起こって

いるのか」と題して、利用者・家族の立場から、認知症

の人と家族の会の長谷川さん（東京支部）、労働者の立

場から、北海道勤医協の田村さん、事業者の立場から、

いきいき福祉会の斉藤さん、福祉用具事業者の松木さん

の４人から具体的な実態や現状が報告されました。

これを受けて、第２部として「介護保険の現状と課題、

改善方向を探る」と題してシンポジウムが行われました。

シンポジウムでは、全日本民医連の林事務局次長が

「２０１７年介護保険法『改正』の内容と第７期改定に

向けた動き」、日本障害者センターの山崎事務局次長が

「我が事、丸ごと地域共生社会構想は介護にどういう影

響を与えるのか」、三重県社保協の村瀬介護部会長が

「桑名市の新総合事業の現状と問題点」について報告し

ました。

この報告を受け交流を行い、練馬区や長野県上田市、

横浜市などからの総合事業の現状や実態が報告されまし

た。最後に、「介護崩壊にストップをかけ、今こそ安全・

安心の介護を実現しよう」

の集会アピールを全体で確

認し、「介護改善」コール

を全体で行い、集会を終了

しました。



介護をよくす

る東京の会は１

０月８日、ラパ

スホールで「介

護フォーラム２

０１７」を開催

し、各団体地域から２１団体１６地域から５２人が

参加しました。

介護をよくする東京の会の及川正彦さん（東京民

医連）が開会あいさつを行い、「会」事務局の中村

和司さんが「介護事業所アンケート結果」、相川和

義（東京社保協事務局次長）が「総合事業自治体ア

ンケートの中間報告」について、報告と問題提起を

行いました。

引き続き、自治体・事業所からの報告として、世

田谷区の総合事業の実態について、森永伊紀さん

（世田谷社保協）が行い、新宿区の実態について、

矢田和雄さん（新宿区役所・高齢福祉課）が、八王

子市の総合事業「訪問Ａ型」の取り組みと今後につ

いて、斉藤加代さん（いきいき福祉会）が、東京の

東部地域を中心とした総合事業の現状について、落

合直人さん（すこやか福祉会）が報告しました。

問題提起と自治体・事業所報告をうけ交流を行い、

「事業所アンケートや自治体アンケートをもとに、

自分の自治体での状況をきちんとつかみ、自治体要

請につなげていきたい」、「総合事業の制度そのも

のが、住民や事業所、利用者にとってわかりずらい

制度だ。どう運動していったらいいのか」など、フ

ロアーからの質問や交流を行いました。

この交流を受けて、事務局の中村さんが「当面の

取り組みの提起」を行

い、①介護報酬のプラ

ス改定を求める国への

意見書採択。②新たな

「介護保険制度改善」

の署名に取り組むこと。

③総合事業に関して、

来年以降も「現行相当」サービスを継続するよう自

治体に要望していくこと。④自治体に対して介護人

材を確保するために、自治体独自の施策の実施を求

めていくこと。などを全体で確認してフォーラムを

終了しました。

１０月２日に東

京土建渋谷支部と

渋谷社保協の共催

で、国保問題の学

習会を開催し４０

人が参加しました。

講師は寺川慎二東京社保協事務局長が行いました。

寺川さんからは、社会保障制度改革推進法によって、

権利としての社会保障から自己責任に理念が変質さ

せられ、様々な制度改悪が実行されたこと。今後も、

更なる改悪が具体化されていくという中で、国保問

題について話しをされました。

国保が、公的医療保険制度の基本であることや、

保険料が年々高くなっていく仕組みなどについて説

明し、２０１８年度から始まる国保財政の都道府県

化によって、国保は自己責任の原則が強化され、保

険料の値上げや国保料未納者の増加と制裁の強化が

さらに酷くなり、「公的保険からますます離れてい

く」危険性について話されました。

さらに、保険料については各区市町村で独自に財

源を入れて値下げすることが可能なこと。そして、

それを追求すること。また、子どもや低所得者への

負担軽減も求めていこう、と呼びかけました。

最後に、財源問題にもふれ、「大企業・富裕層が

いかに税金を払っていないか」についても具体的資

料で示し、相応に負担させれば財源は生まれること

も明らかにしました。

国保は保険料の計算が複雑なため、「判りにくい」

という感想もありましたが、国保が公的医療保険制

度の根幹であることが再認識できたという意見も寄

せられました。

（渋谷社保協ニュースより）

2017年１１月１日号 東京社保協ニュース ＮＯ．２８９

2



2017年１１月１日号 東京社保協ニュース ＮＯ．２８９

3

中野「なんでも相談会」実行委員会は、通算８０

回・８１回目となる定例の「なんでも相談会」を８

月２３日、９月２７日に中野駅北口広場で開催しま

した。

８月２３日には、医療・介護、生活・法律など１

５件、９月２７日には、同じく１１件の相談が寄せ

られ、それぞれ弁護士、区議、医師、看護師など１

５人以上が対応しました。

相談内容では、前回「千葉県で一人暮らしの父親

のことで相談にこられた」５０代の女性が、その後

の報告に寄られ、改めて生活保護を受給するよう提

案しました。また、ホームレス状態で中野駅近辺に

いるという５０代の女性が「水虫」の相談にみえ、

まずは住む所が問題なので話を聞くと、渋谷区で生

活保護を受給中であることがわかりました。しかし、

中野区役所に何回か相談に行ったが、受け付けても

らえなかったとのこと。区議が継続して相談にあた

ることになりました。その他、「２０歳の息子が専

門学校の奨学金に手をだし、さらに借金もして現在

はホストになっている」との相談や、「認知症と思

われるが医療機関に行こうとしない」「遺産分割問

題」、医療相談、などが寄せられました。

この「相談会」も、２０１０年１０月開始からほ

ぼ７年が経過し、１０月の相談会終了後には７周年

記念パーティーを開催する予定です。

（実行委員会ニュース等より）
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